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   消費者の選択行動において，連続性にとってかわることのできる特性とはなにか。そのような問題に
対して横山は「一様性」という特性によって答えようとした。それでは一様性とはどのようなものであ
ろうか９）。
 　横山（1953，b）はまず，消費集合 X（横山は“ｍ”で表している）において関係 （横山は“ｒ”
で表している）を定義し，X は関係 に関して全順序集合（complete ordered set）をなすという前提
から出発する 10）。つまり関係 に対して①完全性（completeness），②反射性（reflectivity），③推移性
（transitivity）が成り立つということである。そしてさらに関係 について，④単調性（monotonicity），
つまり ｢ もしｘ≧ｙならばｘ ｙであり，ｘ＞ｙならばｙ ｘ ｣ が仮定される。






































　ｘ ｙかつｙ～ｚならばｘ ｚとなるので，単調性の仮定からｚ≧ｘとなることはない 14）。そこで
ｘを最大元とし 0 を最小元とする関係≧によって得られる任意の鎖（chain）ｘ＝ x1 ＞ x2 ＞ x3 ＞・・・
＞0 を考えてみる。これらは大小関係に関する全順序を形成する 15）。一様性の条件が満たされるならば，
任意のｘに対して適当なｘ＝ x1 ＞ x2 ＞ x3 ＞・・・＞ 0 をつくり，ｘｉ ｙかつｙ ｘｉ＋ 1 なるｙが消
費集合Ｘの中に存在しないようにすることができる。

















性の条件，そして連続性の条件（これは Yokoyama（1954）における Weak Continuity Condition に相
当する）やウォルトによる連続性の条件の間の論理的関係が明らかにされる。
　さらに Yokoyama（1954）においては，選好の連続性についてさらに細かい分類がなされ，Weak 
Continuity　Condition と Strong Continuity Condition，そして，Prof.　Wold’s　 Axiom of Continuity




















































































































































































































































ば，Yokoyama（1953）は後に P.Newman の編集になる Readings in Mathematical Economics, Baltimore, Johns 







５） 合理性をみたす選好の条件として，選好 が完全性，推移性をみたすという条件があげられる（Mas-Colell, 












































13） 横山においては は pref.，～は ind. で，また先にも述べたように X はｍで表されている。なお同じことであるが，
横山（1953，ａ）においては，次のように述べられている。「ｘ ｙならばｙ ｚ，ｚ ｙなる如き，ｚ＜ｘな
るｚが必ず存在する。」
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限化しても，なおかつ残っていくようなロバストな命題のみを認めるのである。
20） Hicks（1956）,  pp61（邦訳，81 ページ）はこれらをそれぞれ「費用較差法 the method of the Cost-Difference」， 「補
整的変差法 the method of the Compensating Variation」と呼んでいる。また Samuelson（1953）も参照。
21） また Yokoyama（1954），pp. 33-34。
22） なお以下で“・”は内積を表す。つまりｐ・ｘ＝ である。





















 「ｘ＊とは異なりｘ ｘ＊なるすべてのｘに対し， ならば なるすべてのｙに
対しｘ＊ ｙである。又逆に なるすべてのｙに対しｘ＊ ｙならば，ｘ＊とは異なりｘ ｘ＊な










28） 以下の議論は，Debreu（1959）に負う。なお以下の P－ 1（ｘ）はｘよりも低く好まれる元の集合を表わす。










 となる。もしｘ（α） ｘ＊であれば仮定からｐ・ｘ＊≦ｐ・ｘ（α）とならざるをえないからｘ＊ ｘ（α）で




30） Debreu（1959），p.68，（邦訳 116 ページ）は，ｍｘ（ｐ） ⊂ｆｘ（ｐ）の証明のために連続性の条件を仮定している。
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◎ [ 図表 ]
【補注１】連続性について
　（a）はすべての財が分割可能である場合の連続性についての図解であり，（b）は一財だけが分割可能である場合
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